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【手続補正書】
【提出日】平成27年2月9日(2015.2.9)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　表面処理をするための流体静力学式の圧延装置（２５）であって、
（ａ）少なくとも一つの転動体（１４）と、
（ｂ）少なくとも一つの前記転動体（１４）が支承される少なくとも一つの流体静力学式
の支承部（１５）と、
（ｃ）前記支承部（１５）へ加圧流体を供給するように設計された少なくとも一つの加圧
流体供給部（２６）とを有し、
（ｄ）前記支承部（１５）が、処理されるべきワークピース表面（２２）に対して前記転
動体（１４）を前記加圧流体で押圧させることができるように設計され、
　（ｅ）前記加圧流体が潤滑剤粒子を含有する加圧気体であることを特徴とする圧延装置
（２５）。
【請求項２】
　前記加圧流体供給部が、オイルを含んでいる潤滑剤液滴、又は、オイルフリーの成分と
オイル成分との双方を含んでいる潤滑剤液滴を含む潤滑剤霧を放出するように構成されて
いることを特徴とする、請求項１に記載の圧延装置（２５）。
【請求項３】
　前記支承部（１５）が、処理されるべきワークピース表面（２２）に対して少なくとも
一つの前記転動体（１４）を時間的に均一な前記加圧流体の力で押圧させることができる
ように設計されていることを特徴とする、請求項１又は２に記載の圧延装置（２５）。
【請求項４】
　前記加圧流体供給部（２６）が、少なくとも２０バール（２ＭＰａ）又は少なくとも５
０バール（５ＭＰａ）の値を有する作業圧力（ｐＡ）下にある圧力流体を放出するように
設計されていることを特徴とする、請求項１～３の何れか一項に記載の圧延装置（２５）
。
【請求項５】
　前記支承部が、前記転動体を保持する転動体着座部を有していることを特徴とする、請
求項１～４の何れか一項に記載の圧延装置（２５）。
【請求項６】
　前記加圧気体、特に潤滑剤粒子含有の加圧気体の気体温度（ＴＧ）を制御及び／又は調
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整するための温度制御系又は温度調整器を有していることを特徴とする、請求項１～５の
何れか一項に記載の圧延装置（２５）。
【請求項７】
　前記圧延装置（２５）が複数の圧延工具（１２）を含んでいることを特徴とする、請求
項１～６の何れか一項に記載の圧延装置（２５）。
【請求項８】
　前記支承部（１５）は、前記転動体（１４）が圧延工具（１２）から外に出ることを防
止する規制構造（２４．１，２４．２）を有しており、
　規制構造は、前記転動体（１４）がワークピースと接触していないときに、気体（２０
）が外に出るのをほぼ防止することを特徴とする、請求項１～７の何れか一項に記載の圧
延装置（２５）。
【請求項９】
　表皮層を処理するための方法であって、
　（ｉ）少なくとも一つの圧延工具（１２）の少なくとも一つの転動体（１４）を加圧流
体で付勢する工程と、
　（ｉｉ）ワークピース表面（２２）と前記転動体（１４）を接触させて、それにより前
記転動体（１４）がワークピース表面（２２）に力を及ぼすようにさせる工程と、
　（ｉｉｉ）ワークピースに対して相対的に前記圧延工具を移動させる工程を有し、
　（ｉｖ）前記加圧流体として、潤滑剤粒子含有の気体を用いることを特徴とする方法。
【請求項１０】
　前記加圧流体を、少なくとも２０バール（２ＭＰａ）又は少なくとも５ＭＰａの作業圧
力（ｐＡ）下で供給することを特徴とする、請求項９に記載の方法。
【請求項１１】
　前記加圧流体が潤滑液（４０）から成る潤滑液滴を含む潤滑剤霧（５０）であり、前記
潤滑液（４０）が温度に左右される粘度を有し、
前記転動体（１４）が、潤滑剤霧（５０）の膨張中の温度低下に起因して前記潤滑剤の粘
性が前記転動体の付近で少なくとも２倍だけ増すような作業圧力（ｐＡ）で潤滑剤霧（５
０）により付勢されることを特徴とする、請求項９又は１０に記載の方法。
【請求項１２】
　前記加圧流体が前記転動体（１４）の周囲を流れ、
　前記潤滑剤粒子が前記転動体（１４）を潤滑させ、
　前記圧延工具から去るときに前記加圧流体を膨張させて、１０ケルビンを越える又は２
０ケルビンを越える温度低下をもたらすように、前記転動体（１４）を前記加圧流体に晒
すことを特徴とする、請求項９又は１１に記載の方法。
【請求項１３】
　前記加圧流体が前記圧延工具（１２）を去るときに１５℃未満又は１０℃未満の温度を
有していることを特徴とする、請求項９～１２の何れか一項に記載の方法。
【請求項１４】
　前記ワークピースの少なくとも前記表面（２２）が、前記加圧流体が前記圧延工具（１
２）から去るときの温度で冷間加工硬化下で変形可能な材料から作られていることを特徴
とする、請求項９～１３の何れか一項に記載の方法。
【請求項１５】
　前記潤滑剤霧（５０）は、オイルを含む潤滑剤液滴、又は、オイルフリーの成分とオイ
ル成分との双方を含んでいる潤滑剤液滴を含んでいることを特徴とする、請求項９～１４
の何れか一項に記載の方法。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００５５
【補正方法】変更
【補正の内容】
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【００５５】
　図７は、複数の圧延工具１２を有する本発明による圧延装置２５を示しており、それら
複数の圧延工具１２のうちで、圧延工具１２．１，１２．２，１２．３を図７において見
ることができる。圧延工具１２がワークピース７８と接触していないとき、転動体１４の
球中心点は、一つの面であってよい一領域に位置している。然しながら、この面は一つの
次元又は二つの次元で湾曲していることも可能である。これらの圧延工具１２は、共通の
圧力配管５２によって加圧流体供給部５８（図２～図５を参照）に接続されている。
　以下に、本願出願の当初の特許請求の範囲に記載された発明を付記する。
　［１］
表面処理をするための流体静力学式の圧延装置（２５）であって、
（ａ）少なくとも一つの転動体（１４）と、
（ｂ）少なくとも一つの前記転動体（１４）が支承される少なくとも一つの流体静力学式
の支承部（１５）と、
（ｃ）前記支承部（１５）へ加圧流体を供給するように設計された少なくとも一つの加圧
流体供給部（２６）を有し、
（ｄ）前記支承部（１５）が、処理されるべきワークピース表面（２２）に対して前記転
動体（１４）を前記加圧流体で押圧させることができるように設計され、
（ｅ）前記加圧流体が加圧気体であることを特徴とする圧延装置（２５）。
［２］
前記加圧気体が潤滑剤粒子を含有し、その潤滑剤粒子含有気体が潤滑剤の霧（５０）であ
ることを特徴とする、［１］に記載の圧延装置（２５）。
［３］
前記支承部（１５）が、処理されるべきワークピース表面（２２）に対して少なくとも一
つの前記転動体（１４）を時間的に均一な前記加圧流体の力で押圧させることができるよ
うに設計されていることを特徴とする、［１］又は［２］に記載の圧延装置（２５）。
［４］
前記加圧流体供給部（２６）が、少なくとも２０バール（２ＭＰａ）又は少なくとも５０
バール（５ＭＰａ）の値を有する作業圧力（ｐＡ）下にある圧力流体を放出するように設
計されていることを特徴とする、［１］～［３３の何れか一に記載の圧延装置（２５）。
［５］
前記支承部が、前記転動体を保持する転動体着座部を有していることを特徴とする、［１
］～［４］の何れか一に記載の圧延装置（２５）。
［６］
前記加圧気体、特に潤滑剤粒子含有の加圧気体の気体温度（ＴＧ）を制御及び／又は調整
するための温度制御系又は温度調整器を有していることを特徴とする、［１］～［５］の
何れか一に記載の圧延装置（２５）。
［７］
前記圧延装置（２５）が複数の圧延工具（１２）を含んでいることを特徴とする、［１］
～［６］の何れか一に記載の圧延装置（２５）。
［８］
表皮層を処理するための方法であって、
（ｉ）少なくとも一つの圧延工具（１２）の少なくとも一つの転動体（１４）を加圧流体
で付勢する工程と、
（ｉｉ）ワークピース表面（２２）と前記転動体（１４）を接触させて、それにより前記
転動体（１４）がワークピース表面（２２）に力を及ぼすようにさせる工程と、
（ｉｉｉ）ワークピースに対して相対的に前記圧延工具を移動させる工程を有し、
（ｉｖ）前記加圧流体として、潤滑剤粒子含有の気体を用いることを特徴とする方法。
［９］
前記加圧流体を、少なくとも２０バール（２ＭＰａ）又は少なくとも５ＭＰａの作業圧力
（ｐＡ）下で供給することを特徴とする、［８］に記載の方法。
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［１０］
前記加圧流体が潤滑液（４０）から成る潤滑液滴を含む潤滑剤霧（５０）であり、前記潤
滑液（４０）が温度に左右される粘度を有し、
前記転動体（１４）が、潤滑剤霧（５０）の膨張中の温度低下に起因して前記潤滑剤の粘
性が前記転動体の付近で少なくとも２倍だけ増すような作業圧力（ｐＡ）で潤滑剤霧（５
０）により付勢されることを特徴とする、［８］又は［９］に記載の方法。
［１１］
前記加圧流体が前記転動体（１４）の周囲を流れ、
前記潤滑剤粒子が前記転動体（１４）を潤滑させ、
前記圧延工具から去るときに前記加圧流体を膨張させて、１０ケルビンを越える又は２０
ケルビンを越える温度低下をもたらすように、前記転動体（１４）を前記加圧流体に晒す
ことを特徴とする、［８］又は［１０］に記載の方法。
［１２］
前記加圧流体が前記圧延工具（１２）を去るときに１５℃未満又は１０℃未満の温度を有
していることを特徴とする、［８］～［１１］の何れか一に記載の方法。
［１３］
前記ワークピースの少なくとも前記表面（２２）が、前記加圧流体が前記圧延工具（１２
）から去るときの温度で冷間加工硬化下で変形可能な材料から作られていることを特徴と
する、［８］～［１２］の何れか一に記載の方法。
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